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　増加寄与度は、次式により算出しています。
　(Ｘ1－Ｘ0)／Ｙ0×100 ［Ｘ1：当年度の計数、Ｘ0：前年度の計数、Ｙ0：前年度の総額］
※　増加寄与度は、各項目の増減が総額の増減にどれだけ寄与しているかを表すもので、
　各項目の増加寄与度の合計は、総額の対前年度増加率と等しくなります。

　対前年度増加率、構成比、増加寄与度は、千円単位（人口一人当たり市町村民所得に
あっては円単位）の実数をもとに算出していますので、統計表の数値（100万円単位、人
口一人当たり市町村民所得にあっては千円単位）で算出したものと、一致しない場合があ
ります。

　市町村名は、令和２年３月31日現在のものを使用しています。

　市町村民経済計算における記号の用法は、次のとおりです。
　数字の前に付した「－（マイナス）」：負数
　「0.0」：表章単位に満たないもの
　「…」：該当数字がないもの

　四捨五入の関係により、合計項目の計数と各構成項目を合計したときの値とが一致しな
い場合があります。

　対前年度増加率は、次式により算出しています。
　(Ｘ1／Ｘ0－１)×(Ｘ0の符号)×100　［Ｘ1：当年度の計数、Ｘ0：前年度の計数］
　このため、マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小した場合、対前年度
増加率はプラスに表示されます。

　財産所得の各項目は、純額（「受取」と「支払」の差分）を表章しています。

　人口は、平成22年度及び平成27年度については「国勢調査」をもとにしています。
　それ以外の年度については、各年10月１日現在の「岩手県毎月人口推計」の結果によってお
り、県民経済計算とは出典が異なります。そのため、これらの年度における市町村人口の合計及
び一人当たり市町村民所得の市町村平均は、県民経済計算の県人口及び一人当たり県民所得とは
一致しない場合があります。

利用上の注意

　市町村民経済計算は、市町村における経済活動の結果を「生産」、「分配」の二面からとら
え、市町村経済の規模、産業構造、所得水準等を明らかにするものです。なお、「支出」及び、
各系列の実質値は、統計資料の制約から推計していません。
　市町村民経済計算の概念・推計方法は県民経済計算に準じており、各市町村の計数は、県民経
済計算で推計した県の計数を各種統計資料等により按分して推計しています。

　一人当たり市町村民所得は、個人に分配される雇用者報酬などに加え、民間法人企業所得や公
的企業所得、地方政府の財産所得等も含まれているため、個人の所得水準を表すものではありま
せん。

　平成30年度以前の計数については、推計方法の変更や新しい統計結果等により遡及改定してお
り、過去の公表値と異なる場合があります。平成30年度以前の計数を利用する場合には、本書掲
載のものを利用してください。
　なお、市町村民経済計算では、計数の遡及改定を、推計に用いる関係資料の入手が可能な平成
23年度以降としているため、推計対象期間は平成23年度から令和元年度となります。
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【１ 市町村内総生産】

【２ 市町村民所得の分配】

【３ 一人当たり市町村民所得】

調 査 結 果 の 概 要

　令和元年度の市町村内総生産の一関市計は396,922百万円で、前年度（397,408百万円）
に比べ0.1％減少した。
　産業別にみると、第１次産業は全体で0.1％減少した。
　第２次産業は、「建設業」で1.5％増加したが、「鉱業」で0.1％、「製造業」で1.6％
減少したため、全体で0.1％減少した。
　第３次産業は、「卸売・小売業」「宿泊・飲食サービス業」「教育」でそれぞれ0.1％
減少したが、「電気・ガス・水道・廃棄物処理業」「不動産業」「専門・科学技術・業務
支援サービス業」「保健衛生・社会事業」でそれぞれ0.1％～0.3％増加したため、全体で
0.2％増加した。

　市町村民所得の分配の一関市計は293,545百万円で、前年度（297,548百万円）に比べ
1.3％減少した。
　雇用者報酬が0.1％、財産所得が0.1％増加し、企業所得が1.5％減少した。

　一人当たり市町村民所得は2,564千円で、前年度（2,555千円）に比べ0.4％増加した。
　県内市町村平均を100とした一関市の水準は、前年度から1.4ポイント上昇し、92.2と
なった。
　（参考：県南広域振興圏域の水準は98.1（前年度比0.3ポイント低下））
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１　市町村内総生産の推移（平成23年度～令和元年度）

【実　数】 （単位：100万円）

 項　　　　目 平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

１ 12,794 13,838 12,429 11,465 12,849 14,472 15,251 14,101 13,750

(1) 農 業 11,729 12,341 11,285 10,069 11,520 13,179 13,826 12,772 12,537

(2) 林 業 1,058 1,488 1,120 1,376 1,310 1,276 1,409 1,307 1,197

(3) 水 産 業 7 9 24 20 20 18 17 21 15

２ 666 808 788 712 1,217 1,718 1,831 1,684 1,377

３ 68,695 69,335 69,823 70,679 72,803 74,853 78,874 84,700 78,489

４ 8,522 8,839 9,031 9,756 10,646 10,767 10,828 10,598 11,097

５ 37,340 40,221 47,973 31,547 30,129 28,595 26,065 27,791 33,778

６ 40,429 40,093 39,861 37,888 35,009 34,656 35,747 36,347 35,940

７ 16,341 19,891 19,768 20,801 21,720 21,401 21,032 20,568 20,764

８ 8,445 7,965 8,499 8,484 8,450 9,176 9,235 8,939 8,493

９ 8,008 8,185 8,632 8,696 9,168 9,454 9,126 9,191 9,048

10 15,271 14,716 13,698 11,948 12,620 11,284 11,989 12,339 12,217

11 55,042 54,983 54,588 56,332 56,560 57,014 58,349 58,506 58,834

12 12,433 12,792 13,694 13,897 14,874 15,585 15,366 15,646 16,012

13 19,523 18,393 17,550 17,402 16,910 16,743 16,780 16,147 16,312

14 19,940 19,947 19,369 19,382 19,688 21,056 20,668 20,017 19,475

15 44,225 39,489 40,122 39,966 42,032 42,708 42,444 42,630 43,790

16 15,754 16,202 16,744 17,130 17,094 16,737 16,423 16,031 15,842

17 383,427 385,698 392,567 376,082 381,770 386,219 390,007 395,236 395,218

18 4,737 4,819 5,335 6,695 6,592 5,819 6,431 6,983 6,874

19 2,655 2,631 2,685 3,493 4,231 4,280 4,468 4,810 5,170

20 385,510 387,887 395,217 379,285 384,132 387,758 391,969 397,408 396,922

（　再　掲　）

　第１次産業（１） 12,794 13,838 12,429 11,465 12,849 14,472 15,251 14,101 13,750

　第２次産業（２、３、５） 106,701 110,364 118,584 102,938 104,150 105,167 106,770 114,176 113,644

　第３次産業（４、６～16） 263,933 261,497 261,554 261,680 264,771 266,580 267,986 266,960 267,823

【対前年度増加率】 （単位：％）

 項　　　　目 平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

１ 8.2 -10.2 -7.8 12.1 12.6 5.4 -7.5 -2.5

(1) 農 業 5.2 -8.6 -10.8 14.4 14.4 4.9 -7.6 -1.8

(2) 林 業 40.7 -24.7 22.8 -4.8 -2.5 10.4 -7.2 -8.4

(3) 水 産 業 20.6 173.9 -15.0 -0.9 -12.0 -2.7 22.4 -26.2

２ 21.3 -2.4 -9.8 71.1 41.2 6.6 -8.0 -18.2

３ 0.9 0.7 1.2 3.0 2.8 5.4 7.4 -7.3

４ 3.7 2.2 8.0 9.1 1.1 0.6 -2.1 4.7

５ 7.7 19.3 -34.2 -4.5 -5.1 -8.8 6.6 21.5

６ -0.8 -0.6 -5.0 -7.6 -1.0 3.1 1.7 -1.1

７ 21.7 -0.6 5.2 4.4 -1.5 -1.7 -2.2 1.0

８ -5.7 6.7 -0.2 -0.4 8.6 0.6 -3.2 -5.0

９ 2.2 5.5 0.7 5.4 3.1 -3.5 0.7 -1.6

10 -3.6 -6.9 -12.8 5.6 -10.6 6.2 2.9 -1.0

11 -0.1 -0.7 3.2 0.4 0.8 2.3 0.3 0.6

12 2.9 7.0 1.5 7.0 4.8 -1.4 1.8 2.3

13 -5.8 -4.6 -0.8 -2.8 -1.0 0.2 -3.8 1.0

14 0.0 -2.9 0.1 1.6 6.9 -1.8 -3.1 -2.7

15 -10.7 1.6 -0.4 5.2 1.6 -0.6 0.4 2.7

16 2.8 3.3 2.3 -0.2 -2.1 -1.9 -2.4 -1.2

17 0.6 1.8 -4.2 1.5 1.2 1.0 1.3 -0.0

18 1.7 10.7 25.5 -1.5 -11.7 10.5 8.6 -1.6

19 -0.9 2.1 30.1 21.1 1.2 4.4 7.7 7.5

20 0.6 1.9 -4.0 1.3 0.9 1.1 1.4 -0.1

（　再　掲　）

　第１次産業（１） 8.2 -10.2 -7.8 12.1 12.6 5.4 -7.5 -2.5

　第２次産業（２、３、５） 3.4 7.4 -13.2 1.2 1.0 1.5 6.9 -0.5

　第３次産業（４、６～16） -0.9 0.0 0.0 1.2 0.7 0.5 -0.4 0.3
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鉱 業

製 造 業
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建 設 業

輸入品に課される税･関税
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情 報 通 信 業
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そ の 他 の サ ー ビ ス

小 計
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( 控 除 ) 総 資 本 形 成 に
係 る 消 費 税

市 町 村 内 総 生 産

農 林 水 産 業

鉱 業

製 造 業
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不 動 産 業
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【産業別構成比】
（単位：％）

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

第１次産業 3.3 3.6 3.1 3.0 3.3 3.7 3.9 3.5 3.5
第２次産業 27.7 28.5 30.0 27.1 27.1 27.1 27.2 28.7 28.6
第３次産業 68.5 67.4 66.2 69.0 68.9 68.7 68.4 67.2 67.5

【産業別寄与度と総生産増加率】
（単位：％）

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

第１次産業 0.3 -0.4 -0.2 0.4 0.4 0.2 -0.3 -0.1
第２次産業 1.0 2.1 -4.0 0.3 0.3 0.4 1.9 -0.1
第３次産業 -0.6 0.0 0.0 0.8 0.5 0.4 -0.3 0.2
増加率 0.6 1.9 -4.0 1.3 0.9 1.1 1.4 -0.1
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【産業別寄与度（内訳）】
（単位：％）

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

農業 0.2 -0.3 -0.3 0.4 0.4 0.2 -0.3 -0.1

林業 0.1 -0.1 0.1 -0.0 -0.0 0.0 -0.0 -0.0

水産業 0.0 0.0 -0.0 -0.0 -0.0 -0.0 0.0 -0.0

鉱業 0.0 -0.0 -0.0 0.1 0.1 0.0 -0.0 -0.1

製造業 0.2 0.1 0.2 0.6 0.5 1.0 1.5 -1.6
電気・ガス・水道・廃棄物処理業 0.1 0.0 0.2 0.2 0.0 0.0 -0.1 0.1

建設業 0.7 2.0 -4.2 -0.4 -0.4 -0.7 0.4 1.5

卸売･小売業 -0.1 -0.1 -0.5 -0.8 -0.1 0.3 0.2 -0.1

運輸･郵便業 0.9 -0.0 0.3 0.2 -0.1 -0.1 -0.1 0.0
宿泊・飲食サービス業 -0.1 0.1 -0.0 -0.0 0.2 0.0 -0.1 -0.1

情報通信業 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 -0.1 0.0 -0.0

金融・保険業 -0.1 -0.3 -0.4 0.2 -0.3 0.2 0.1 -0.0

不動産業 -0.0 -0.1 0.4 0.1 0.1 0.3 0.0 0.1
専門・科学技術・業務支援サービス業 0.1 0.2 0.1 0.3 0.2 -0.1 0.1 0.1

公務 -0.3 -0.2 -0.0 -0.1 -0.0 0.0 -0.2 0.0

教育 0.0 -0.1 0.0 0.1 0.4 -0.1 -0.2 -0.1

保健衛生・社会事業 -1.2 0.2 -0.0 0.5 0.2 -0.1 0.0 0.3

その他のサービス 0.1 0.1 0.1 -0.0 -0.1 -0.1 -0.1 -0.0
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（％）

（％）

（％）
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２　市町村民所得の分配の推移（平成23年度～令和元年度）

　平成17年度(2005)【実　数】 （単位：100万円）

 項　　　　目 平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

１ 180,042 179,894 181,484 183,331 184,575 187,090 189,452 192,088 192,295

(1) 賃 金 ・ 俸 給 151,959 151,628 153,045 154,387 155,349 157,518 159,786 161,729 162,070

(2) 雇主の現実社会負担 24,020 24,824 25,534 25,486 25,526 25,995 25,896 26,577 26,432

(3) 雇主の帰属社会負担 4,063 3,442 2,905 3,458 3,699 3,577 3,769 3,782 3,794

２ 17,144 16,521 16,479 16,071 16,943 16,792 16,031 16,084 16,453

(1) 一 般 政 府 -1,050 -1,007 -961 -821 -676 -548 -491 -375 -217

(2) 家 計 17,872 17,233 17,142 16,597 17,333 17,040 16,179 16,093 16,325

ａ 利 子 4,361 1,958 1,570 899 2,016 2,158 2,261 2,352 2,732

ｂ 配 当 1,165 2,306 2,537 3,085 3,411 3,909 3,017 2,838 3,434

ｃ そ の 他 の 投 資 所 得 11,289 11,906 11,972 11,605 10,877 9,921 9,843 9,820 9,164

ｄ 賃 貸 料 1,057 1,062 1,064 1,007 1,028 1,051 1,057 1,082 995

(3) 対家計民間非営利団体 321 295 298 295 287 300 343 366 345

３ 91,025 95,590 108,815 98,264 84,643 84,859 89,272 89,376 84,796

(1) 民 間 法 人 企 業 49,314 53,640 69,656 60,481 44,636 43,832 47,966 50,243 44,995

(2) 公 的 企 業 5,579 3,271 3,442 3,006 2,682 2,494 2,524 3,024 3,503

(3) 個 人 企 業 36,132 38,679 35,718 34,777 37,325 38,533 38,782 36,109 36,298

ａ 農 林 水 産 業 5,170 5,745 4,279 2,792 4,215 6,061 6,448 5,088 5,413

ｂ そ の 他 の 産 業 7,768 9,459 8,570 7,761 8,516 7,462 7,228 6,163 6,134

ｃ 持 ち 家 23,194 23,475 22,869 24,224 24,595 25,009 25,106 24,858 24,751

４ 288,210 292,005 306,778 297,665 286,161 288,742 294,755 297,548 293,545

　平成17年度(2005)【対前年度増加率】 （単位：％）

 項　　　　目 平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

１ -0.1 0.9 1.0 0.7 1.4 1.3 1.4 0.1

(1) 賃 金 ・ 俸 給 -0.2 0.9 0.9 0.6 1.4 1.4 1.2 0.2

(2) 雇主の現実社会負担 3.3 2.9 -0.2 0.2 1.8 -0.4 2.6 -0.5

(3) 雇主の帰属社会負担 -15.3 -15.6 19.0 7.0 -3.3 5.4 0.3 0.3

２ -3.6 -0.3 -2.5 5.4 -0.9 -4.5 0.3 2.3

(1) 一 般 政 府 4.1 4.5 14.6 17.7 19.0 10.4 23.5 42.1

(2) 家 計 -3.6 -0.5 -3.2 4.4 -1.7 -5.1 -0.5 1.4

ａ 利 子 -55.1 -19.8 -42.7 124.2 7.0 4.8 4.0 16.1

ｂ 配 当 98.0 10.0 21.6 10.6 14.6 -22.8 -5.9 21.0

ｃ そ の 他 の 投 資 所 得 5.5 0.5 -3.1 -6.3 -8.8 -0.8 -0.2 -6.7

ｄ 賃 貸 料 0.5 0.1 -5.3 2.1 2.2 0.6 2.4 -8.1

(3) 対家計民間非営利団体 -8.1 0.8 -1.0 -2.7 4.7 14.2 6.8 -5.8

３ 5.0 13.8 -9.7 -13.9 0.3 5.2 0.1 -5.1

(1) 民 間 法 人 企 業 8.8 29.9 -13.2 -26.2 -1.8 9.4 4.7 -10.4

(2) 公 的 企 業 -41.4 5.2 -12.7 -10.8 -7.0 1.2 19.8 15.8

(3) 個 人 企 業 7.0 -7.7 -2.6 7.3 3.2 0.6 -6.9 0.5

ａ 農 林 水 産 業 11.1 -25.5 -34.7 50.9 43.8 6.4 -21.1 6.4

ｂ そ の 他 の 産 業 21.8 -9.4 -9.4 9.7 -12.4 -3.1 -14.7 -0.5

ｃ 持 ち 家 1.2 -2.6 5.9 1.5 1.7 0.4 -1.0 -0.4

４ 1.3 5.1 -3.0 -3.9 0.9 2.1 0.9 -1.3

企 業 所 得

市 町 村 民 所 得 の 分 配

雇 用 者 報 酬

財産所得 (非企業部 門 )

企 業 所 得

市 町 村 民 所 得 の 分 配

雇 用 者 報 酬

財産所得 (非企業部 門 )
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【構成比】
（単位：％）

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

雇用者報酬 62.5 61.6 59.2 61.6 64.5 64.8 64.3 64.6 65.5

財産所得 5.9 5.7 5.4 5.4 5.9 5.8 5.4 5.4 5.6

企業所得 31.6 32.7 35.5 33.0 29.6 29.4 30.3 30.0 28.9

【項目別寄与度と市町村民所得の増加率】
（単位：％）

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

雇用者報酬 -0.1 0.5 0.6 0.4 0.9 0.8 0.9 0.1

財産所得 -0.2 -0.0 -0.1 0.3 -0.1 -0.3 0.0 0.1

企業所得 1.6 4.5 -3.4 -4.6 0.1 1.5 0.0 -1.5

増加率 1.3 5.1 -3.0 -3.9 0.9 2.1 0.9 -1.3
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　【岩手県内市町村の実数】 （単位：千円）

項 目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

市 町 村 平 均 2,426 2,522 2,706 2,709 2,617 2,659 2,767 2,814 2,782

県央広域振興圏 2,679 2,735 2,874 2,857 2,779 2,793 2,885 2,901 2,879

盛 岡 市 2,904 2,953 3,111 3,073 2,994 2,995 3,082 3,108 3,079

八 幡 平 市 2,130 2,206 2,317 2,344 2,232 2,348 2,436 2,471 2,473

滝 沢 市 2,353 2,345 2,407 2,440 2,407 2,415 2,473 2,468 2,476

雫 石 町 2,168 2,234 2,465 2,428 2,354 2,410 2,482 2,468 2,518

葛 巻 町 1,901 1,964 2,066 1,988 1,997 2,070 2,195 2,138 2,199

岩 手 町 2,047 2,096 2,190 2,170 2,130 2,215 2,281 2,315 2,317

紫 波 町 2,292 2,399 2,429 2,522 2,445 2,462 2,529 2,560 2,534

矢 巾 町 2,786 2,923 3,128 3,079 2,885 2,859 3,107 3,037 2,946

県南広域振興圏 2,382 2,466 2,627 2,601 2,489 2,539 2,665 2,768 2,729

花 巻 市 2,330 2,422 2,577 2,598 2,477 2,516 2,582 2,656 2,631

北 上 市 2,635 2,765 2,962 2,981 2,818 2,841 3,005 3,244 3,098

遠 野 市 2,045 2,182 2,350 2,353 2,274 2,296 2,466 2,545 2,511

一 関 市 2,273 2,333 2,482 2,438 2,354 2,405 2,491 2,555 2,564

奥 州 市 2,375 2,391 2,504 2,464 2,418 2,497 2,596 2,677 2,654

西 和 賀 町 2,099 2,190 2,347 2,292 2,145 2,243 2,359 2,328 2,341

金 ケ 崎 町 2,997 3,346 3,774 3,406 2,836 2,898 3,615 3,639 3,526

平 泉 町 2,117 2,205 2,337 2,261 2,220 2,273 2,324 2,369 2,448

沿岸広域振興圏 2,081 2,287 2,671 2,771 2,670 2,732 2,827 2,829 2,758

宮 古 市 2,194 2,349 2,634 2,721 2,615 2,701 2,785 2,757 2,734

大 船 渡 市 2,174 2,495 2,930 2,968 2,881 2,863 2,963 2,948 2,871

陸 前 高 田 市 1,911 2,108 2,692 2,796 2,522 2,613 2,576 2,594 2,582

釜 石 市 2,331 2,536 2,946 3,092 2,911 2,934 3,142 3,117 2,987

住 田 町 2,085 2,144 2,289 2,231 2,227 2,415 2,564 2,547 2,577

大 槌 町 1,551 1,709 2,173 2,508 2,586 2,734 2,799 2,958 2,685

山 田 町 1,591 1,805 2,206 2,354 2,465 2,606 2,582 2,547 2,479

岩 泉 町 1,956 2,183 2,393 2,441 2,287 2,339 2,506 2,590 2,593

田 野 畑 村 2,156 2,183 2,735 2,584 2,577 2,495 2,661 2,974 2,783

県北広域振興圏 2,183 2,295 2,412 2,445 2,401 2,489 2,599 2,606 2,629

久 慈 市 2,365 2,481 2,637 2,759 2,654 2,691 2,808 2,830 2,855

二 戸 市 2,238 2,350 2,484 2,460 2,415 2,521 2,616 2,624 2,651

普 代 村 2,240 2,595 2,440 2,495 2,506 2,847 3,129 3,120 2,850

軽 米 町 1,890 1,985 2,080 2,115 2,100 2,225 2,320 2,311 2,362

野 田 村 2,068 2,277 2,636 2,631 2,595 2,618 2,808 2,711 2,700

九 戸 村 2,034 2,071 2,066 2,012 2,081 2,252 2,387 2,361 2,404

洋 野 町 1,988 2,165 2,241 2,273 2,253 2,338 2,455 2,447 2,453

一 戸 町 2,134 2,123 2,193 2,153 2,140 2,229 2,279 2,321 2,387

３　人口一人当たり市町村民所得の推移（平成23年度～令和元年度）
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平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

一人当たり所得 2,273 2,333 2,482 2,438 2,354 2,405 2,491 2,555 2,564

所得水準（市町
村平均＝100）

93.7 92.5 91.7 90.0 89.9 90.4 90.0 90.8 92.2

　【広域振興圏ごと所得水準】
（単位：％）

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

県央広域振興圏 110.5 108.4 106.2 105.5 106.2 105.0 104.3 103.1 103.5
県南広域振興圏 98.2 97.8 97.1 96.0 95.1 95.5 96.3 98.4 98.1
沿岸広域振興圏 85.8 90.7 98.7 102.3 102.0 102.7 102.2 100.6 99.2
県北広域振興圏 90.0 91.0 89.1 90.3 91.7 93.6 93.9 92.6 94.5

【一関市の一人当たり所得と所得水準】
（単位：千円・％）

2,273 2,333 2,482 2,438 2,354 2,405 2,491 2,555 2,564 

93.7 
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（千円） （％）
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